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参考資料② 過去の災害における記録誌について（その１）
（A-１） （A-２） 発行年月日 H24.3 （B-1） 発行年月日 H21.3 （C-1） 発行年月日 H８．１ （D-1） 発行年月日 H24．3

宮城県東日本大震災検証記録誌・目次（素案）
東日本大震災
-宮城県の6ヶ月間の災害対応とその検証- 新潟県中越沖地震記録誌 阪神・淡路大震災 北区記録誌 東日本大震災の記録 —国土交通省の災害対応ー

序文 はじめに 序 文 はじめに はじめに 第１部 北区の概要
検証の目的と検証方法

第１章 東日本大震災の概要 第１章 東日本震災の災害の概況と被害の概要 第１章 柏崎・刈羽地方を襲った震度６強の地震 第２部 地震の概要 第１章 東日本大震災の概要
第１節 地震の概要と特徴 第１節 災害の概況 第１節 地震の概要 １．地震の規模 （１）地震と津波の概要
１ 地震の発生状況 １ 地震の発生状況 １地震の発生状況 ２．地震の特徴 １）地震の概要
２ 地震の特徴 ２ 津波の状況 ２地震の特徴 ３．参考事項 ２）津波の概要

第２節 津波の概要と特徴 ３ 地震・津波の特徴 第２章 中越沖地震の特色 ３）津波警報等の発表状況
１ 津波の発生状況 第１節 被害の特色 ４）余震活動
２ 津波の特徴 １生活直撃型の被災 ５）関連する地震の概要

２復興途中での再度の被災
３原子力発電所の被災
４宅地地盤災害の発生と液状化

第３節 被害の概要（全国および宮城県） 第２節 被害の概要 第２節 被害の概要 第３部 被害の状況 （２）被害の概要
１ 被害の概要と特徴 １ 被害の特徴 １被害の概要と特徴 １．人的な被害 １）地震・津波による被害
２ 被害額 ２ 被害の概要 ２被害額 （１）死者 ２）原子力災害被害

第３節 地域経済への打撃 （２）負傷者
１中心商店街や大規模店舗の損壊 ２．物的な被害
２世界的シェア企業の被災 （１）建物
３風評被害 （２）ライフライン

（３）交通機関
（４）道路、橋梁、河川、公園等
（５）土木関係施設の復旧と防災対策

第４節 宮城県沖を震源とする過去の歴史地震

第２章 東日本大震災以前の事前対策
第１節 被害想定
１ 想定地震
２ 想定津波

第２節 ハード面の事前対策
第３節 ソフト面の事前対策
第４節 事前対策の検証・更新状況

第３章 初動対応及び活動記録（機関・時系列） 第２章 初動対応（地震発生後24時間の活動） 第３章 初動対応及び活動状況 第４部 応急対策の実施
第１節 被災者の避難状況 第１節 災害対策本部会議開催前の状況 第１節 被災者自らの避難・助け合い １．災害対策本部の設置
第２節 県災害対策本部の初動対応及び活動状況 １ 概要 １被災者の避難状況等 （１）市災害対策本部
１ 災害対策本部の設置 ２ 主な対応内容 ２被災者同士の助け合い （２）北区本部と庁舎の状況
２ 人命救助・救急活動の展開
３ 被害状況の把握と公表 第２節 災害対策本部会議開催以降の状況 第２節 県災害対策本部の初動対応及び活動状況
４ 国及び防災関係機関への活動要請 １ 第１回災害対策本部会議の開催及び主な対応 １災害対策本部の設置
５ 緊急輸送路の確保 ２ 第２回災害対策本部会議の開催及び主な対応 ２被害状況の把握と公表
６ 被災者への食糧・生活必需品の供給 ３ 第３回災害対策本部会議の開催及び政府調査団への状況報告 ３国及び防災関係機関への活動要請等
７ 燃料の確保 ４ 第４回災害対策本部会議の開催 ４緊急輸送路の確保
８ 埋葬・火葬対策 ５ 第５回災害対策本部会議の開催及び知事ら関係者による現地視察 ５被災者への食料・生活必需品の供給
９ 義援金・救援物資の受付 ６ 第６回災害対策本部会議の開催 ６義援金・救援物資の受付
１０ 県災害対策本部の活動状況 ７ 第７回災害対策本部会議の開催 ７県災害本部の活動状況
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参考資料② 過去の災害における記録誌について（その１）
（A-１） （A-２） 発行年月日 H24.3 （B-1） 発行年月日 H21.3 （C-1） 発行年月日 H８．１ （D-1） 発行年月日 H24．3

宮城県東日本大震災検証記録誌・目次（素案）
東日本大震災
-宮城県の6ヶ月間の災害対応とその検証- 新潟県中越沖地震記録誌 阪神・淡路大震災 北区記録誌 東日本大震災の記録 —国土交通省の災害対応ー

第３節 国及び防災関係機関の初動対応及び活動状況 ※１年間若しくは活動終了までの記録 第３節 災害対策本部各部及び関係機関の初動対応 第３節 国及び防災関係機関の初動対応及び活動状況 ２．応急救助活動 第２章 国土交通省の動き
１ 自衛隊（東北方面総監部，第６師団，２２普通科連隊，第２施設団，第４航空隊 等） １ 人命救助活動 １自衛隊 （１）消化・救助活動 （１）政府の初動対応

     ・人命救助／行方不明者捜索／救護・医療支援／生活支援／ ⑴ 警察 ２緊急消防援助隊 （２）避難勧告 （２）国土交通省の初動対応
     ・輸送支援／後方支援／ガレキの撤去等の応急復旧支援／ ⑵ 消防 ３第九管区海上保安本部 （３）遺体の霊安・埋葬 （３）緊急災害対策本部会議
     ・各国との協力体制／関係機関との連携 ⑶ 自衛隊 ４警察 （４）避難所の設置 （４）国土交通省被災地の復旧・復興に関する検討会議
    ２ 緊急消防援助隊 ⑷ 第二管区海上保安本部 ５県内消防機関 （５）食料の供給 （５）国土交通省東日本大震災復興対策本部会合

・出動部隊の概要／人命救助／行方不明者捜索／ ２ 県庁行政庁舎内の帰宅困難者への対策 ６関係省庁 （６）給水
・火災消火活動／関係機関との連携 ３ 救援物資対策 （７）高齢者・障害者などの要援護者への援助

３ 第二管区海上保安部 ４ 医療救護対策 （８）応急医療、救護
・人命救助／行方不明者捜索／輸送路の確保／輸送支援／ ５ 住宅対策 （９）生活環境衛生対策

４ 警察 ６ 水道への対策 ３．被害家屋の調査
・人命救助／行方不明者捜索／救護・医療支援／関係機関との連携 ７ 下水道施設対策 （１）被害状況の調査
・遺体の検視・身元対策／被災自治体治安対策／交通対策／ ８ 広域水道・工業用水道対策 （２）り災証明書の発行

５ 県内消防機関 ９ 東北電力株式会社における電気施設対策 ４．救援・生活支援対策
・人命救助／行方不明者捜索／火災消火活動／ 10 電話施設対策 （１）救援物資の受入れ・配布

    ６ 関係省庁 ⑴ 東日本電信電話株式会社宮城支店 （２）生活福祉資金の貸与
        ① 内閣府宮城現地災害対策本部事務局 ⑵ 株式会社エヌ・ティ・ティ・ドコモ東北支社 （３）義援金・見舞金等の交付、支給
     ・活動状況／自治体支援／国省庁との協議／ ⑶ ＫＤＤＩ株式会社東北総支社 （４）税・使用料の減免等
     ② 東北地方整備局 ⑷ ソフトバンクモバイル株式会社 ５．住宅・在宅の修繕、確保

・道路・航路啓開／道路等応急復旧／道路等本復旧／自治体支援 11 ガス施設対策 （１）住宅の応急修繕
③ 仙台管区気象台 12 交通対策 （２）住宅・宅地への融資
・初動における津波警報／ 13 情報提供対策 （３）仮設住宅
④ 総務省消防庁 14 仮設トイレの確保対策 ６．二次災害の防止
・ 連絡調整／他機関との連携 15 埋火葬対策 （１）半倒壊家屋の解体撤去

７ 防災関係機関 16 職員厚生対策 （２）ガレキの処理
① 東北電力（株） 17 災害救助法の適用 （３）被災宅地の応急措置
・県災害対策本部での対応／停電の状況／復旧に向けた取り組み／ ７．情報の収集及び広報活動
② 日本電信電話（株） 第４節 災害対策本部各地方支部及び地域部の初動対応 （１）情報の収集・伝達
・県災害対策本部での対応／サービス復旧状況／自治体支援／ １ 大河原地方支部 （２）災害救助協力委員
③ 日本赤十字社宮城県支部 ２ 仙台地方支部 （３）市民への情報提供
・災害救護活動（救護／医療／心のケア／救援物資／ボランティア） ３ 北部地方支部 （４）各種相談の実施
④ 東日本高速道路（株）東北支社 ４ 栗原地域部
・高速道路の被災状況等／復旧状況／支援状況／ ５ 登米地域部
⑤ 東日本旅客鉄道（株） ６ 東部地方支部
・応急復旧対応／ ７ 気仙沼地方支部

第４節 市町村の初動対応と活動状況 第４節 市町村の初動対応と活動状況
１ 災害対策本部の設置 １災害対策本部の設置
２ 被害状況の把握 ２被害状況の把握
３ 避難指示・勧告 ３避難指示・勧告
４ 避難所設置 ４避難所設置
５ 福祉避難所設置 ５福祉避難所設置

第12節 地域機関の対応
１柏崎地域における対応
２長岡地域における対応
３上越地域における対応
４三条地域における対応
５魚沼地域における対応
６南魚沼地域における対応
７十日町地域における対応
８糸魚川地域における対応
９村上地域における対応
10新発田地域における対応
11新潟地域における対応
12佐渡地域における対応
13東京事務所の対応
14大阪事務所の対応
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参考資料② 過去の災害における記録誌について（その１）
（A-１） （A-２） 発行年月日 H24.3 （B-1） 発行年月日 H21.3 （C-1） 発行年月日 H８．１ （D-1） 発行年月日 H24．3

宮城県東日本大震災検証記録誌・目次（素案）
東日本大震災
-宮城県の6ヶ月間の災害対応とその検証- 新潟県中越沖地震記録誌 阪神・淡路大震災 北区記録誌 東日本大震災の記録 —国土交通省の災害対応ー

第５節 地域コミュニティとボランティアの活動状況 第４章 災害ボランティア活動支援対策 第５部 民生委員・市民・ボランティアによる救援・救助活動
第１節 災害ボランティアセンターの設置・運営に関する支援 １．民生委員・児童委員協議会の活動
１ 宮城県災害ボランティアセンターの設置状況 ２．自治会、婦人会等の活動と市民協力
２ 市町災害ボランティアセンターの設置状況 （１）区内非難所を応援
３ 市町災害ボランティアセンターの運営状況 （２）激震地に入る

（３）災害対策本部の要請に応えて
第２節 災害ボランティア活動への支援 （４）北区婦人消防隊の救援活動
１ 災害ボランティアセンター運営に関する県の取り組み ３．企業による救援活動
２ ＮＰＯ・ＮＧＯ等との連携 ４．ボランティアの活動
３ 政府・都道府県による支援状況 （１）震災発生時まで
４ 都道府県・指定都市ブロック社協等による支援状況 （２）震災の最中にあって

（３）センター発足に向けて
第３節 災害ボランティア活動の実績 （４）ボランティアセンターの設立
１ 災害ボランティア数 （５）ボランティアセンターの活動状況
２ 災害ボランティア活動の内容

（６）ボランティア活動の現状

第６節 情報提供と相談窓口の設置
１ 情報提供
２ 避難所等への情報提供
３ 相談窓口の設置
４ 苦情や相談等への対応

第７節 医療機関・社会福祉機関の初動対応と活動内容

第８節 広域的な支援と活動内容（広域連携） ３他の自治体等からの支援
１ 他都道府県（山形県，関西広域連合（兵庫県，徳島県，鳥取県），東京都，新潟県）

・連絡会議の設置／人的支援／支援物資／避難者受入／被災児童の受入／
・応急普及活動／工業用水応急復旧支援／震災廃棄靴処理／火葬／し尿／

２ 県外市区町村
３ 広域ボランティア団体
４ その他（海外からの支援等）
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参考資料② 過去の災害における記録誌について（その１）
（A-１） （A-２） 発行年月日 H24.3 （B-1） 発行年月日 H21.3 （C-1） 発行年月日 H８．１ （D-1） 発行年月日 H24．3

宮城県東日本大震災検証記録誌・目次（素案）
東日本大震災
-宮城県の6ヶ月間の災害対応とその検証- 新潟県中越沖地震記録誌 阪神・淡路大震災 北区記録誌 東日本大震災の記録 —国土交通省の災害対応ー

第４章 応急・復旧対策（項目・時系列） 第３章 災害応急・復旧対策（地震発生6か月間の対応） 第６節 公共施設等の被害状況と復旧 第３章 初動対応と応急・復旧対応
第１節 概要 第１節 災害対策本部事務局の対応 １ライフラインの被害状況と復旧 （１）救援救助
１ 東日本大震災に係る県の予算措置 １ 運営グループ ２交通・土木施設等の被害状況と復旧 １）人命救助・行方不明者の捜索
２ 応急・復旧対策の概要 ２ 対策グループ ２）海上漂流物と漂流船舶への対応

第２節 県民からの声 ３ 情報グループ 第４節 幅広い連携と支援 ３）臨海コンビナート火災への対応
第３節 被災者への応急支援 ４ 通信グループ １天皇皇后両陛下の被災地お見舞い（行幸啓） （２）緊急排水対策・二次災害の防止
１ 避難者への対応 ５ 広報グループ ２国の幅広い支援 （３）啓 開
２ 避難者を含む被災者への応急対応 ６ 庶務グループ １）道路啓開
３ 災害ボランティア ７ 物資グループ ４産官学民連携による支援 ２）港湾・航路啓開
４ 医療救護・救急医療 ８ 物資調達グループ ５寄せられる義援金・救援物資 （４）緊急支援物資の輸送
５ 災害時要援護者への対応 ９ 物流調整グループ 第２節 暑さの中での避難生活 １）物資輸送（物資・燃料油・水等）
６ 派遣看護職などの活動 10 緊急消防援助隊調整グループ １暑さ対策 ２）物流専門家の派遣等民間物流事業者の協力
７ 被災動物の保護 11 ヘリコプター運用調整グループ ２福祉避難所 （５）被災者の避難場所の確保

第４節 住宅被害と住居の確保 12 避難所グループ ３食料等の供給 １）応急仮設住宅
１ 住宅の被災状況 13 災害対策本部事務局に設置された関係機関連絡所 ２）ホテル・旅館の受入れ
２ 住宅の応急危険度判定 第５節 迅速な情報提供と相談窓口の設置 ３）公営住宅等の活用
３ 宅地危険度判定 第２節 関係機関の活動 １迅速な情報提供 ４）民間賃貸住宅の活用

４ 家屋被害認定調査 １ 警察 ２避難所等への情報提供
（６）緊急災害対策派遣隊（TEC-FORCE） 及び災害情報連絡担当
官（リエゾン）の派遣

５ 住宅相談の実施等 ２ 消防 ３相談窓口の整備 １）緊急災害対策派遣隊（TEC-FORCE）の派遣
６ 公営住宅の被害状況と復旧 ３ 自衛隊 ４苦情や相談等への対応 ２）災害情報連絡担当官（リエゾン）の派遣
７ 公営住宅などへの一時入居 ４ 第二管区海上保安本部 第４章 応急・復旧対策 ３）災害対策用機械
８ 応急仮設住宅の設置 ５ 東北電力株式会社における電気施設の応急・復旧対策 １中越沖地震に係る件の予算措置 （７）被害状況調査
９ 民間賃貸住宅の借上げ ６ 電話施設の応急・復旧対策 ２応急・復旧対策の概要 １）被災建築物応急危険度判定の実施

   １０ 被災者の住宅応急修理支援 ⑴ 東日本電信電話株式会社宮城支店 第２節 被災者への応急支援 ２）被災宅地危険度判定の実施
   １１ 住宅の建設・購入修繕に係る融資・支援 ⑵ 株式会社エヌ・ティ・ティ・ドコモ東北支社 １避難者への対応 ３）エレベーター閉じ込め対応
   １２ まちづくり計画・集団移転 ⑶ ＫＤＤＩ株式会社東北総支社 ２避難者を含む被災者への応急対応 （８）交通関係施設の被害と復旧
   第５節 被災者の生活再建支援 ⑷ ソフトバンクモバイル株式会社 ３災害ボランティア １）道路の被害と復旧

１ 被災者再建支援制度 ７ ガス施設の応急・復旧対策 ４医療救護・緊急医療 ２）鉄道の被害と復旧
２ 生活福祉資金 ５県立病院の対応 ３）空港の被害と復旧

第６節 教育施設等の被害状況と復旧 第３節 災害対策本部各部の対応 ６災害時要援護者への対応 ４）港湾の被害と復旧
１ 児童生徒，教育施設等の被害状況 １ 組織及び人員による推進体制 ７派遣看護等の活動 ５）航路の被害と復旧
２ 学校の臨時休校等 ２ 全国からの支援要員等の宿泊受入 ８被災動物の保護 （９）公共インフラ等の被害と復旧
３ 学校再開に向けた取組と支援 ３ 職員の福利厚生対策 第３節 住宅被害と住居の確保 １）河川管理施設の被害と復旧
４ 教育施設等の復旧に向けた取組 ４ 財務総合管理システムの停止に伴う緊急措置 １住宅の被災状況 ２）砂防施設の被害と復旧

第７節 公共施設などの被害状況と復旧 ５ 庁舎復旧対策 ２住宅の応急危険度判定 ３）海岸保全施設の被害と復旧
１ ライフラインの被害状況と復旧 ６ 市町村への行財政面における支援 ３宅地危険度判定 ４）下水道の被害と復旧
２ 交通・土木施設等の被害状況と復旧 ７ 県民への情報提供 ４家屋被害認定調査 ５）国営公園の被害と復旧・再開園

第８節 農林水産業の被害状況と復旧 ８ 県民相談窓口の設置等 ５住宅相談の実施等 ６）都市公園及び都市施設等の被害と復旧
１ 被害状況の把握等 ９ 寄附金 ６公営住宅の被害状況と復旧 ７）官庁施設の被害と復旧
２ 緊急対策 10 ふるさと納税 ７公営住宅等への一時入居 ８）通信・情報施設における被害と復旧
３ 農林水産業経営再建対策 11 二次災害防止対策 ８応急仮設住宅の設置 ９）公営住宅等の被害と復旧

    ３ 農林水産施設の復旧 ⑴ 高圧ガス等危険物対策 ９民間賃貸住宅の借上げ （10）被災地域の支援
   第９節 商工業・雇用に関する応急対策 ⑵ 有害物質対策 10被災者の住宅応急処理支援 １）断水地区への対応
    １ 商工業対策 ⑶ 毒物劇物対策 11住宅の建設・購入・修繕に係る融資・支援 ２）旅客輸送

２ 雇用対策 12 食料品等応急生活物資の供給（災害対策本部事務局対応分以外） 12災害公営住宅 ３）浸水リスクへの対応
第１０節 生活必需品の確保と全国からの支援 ⑴ 宮城県生活協同組合連合会を通じた応急生活物資の調達及び供給 第４節 被災者の生活再建支援 ４）災害廃棄物の処理
１ 生活必需品の流通確保対策 ⑵ コンビニエンスストア各社を通じた食料品等の調達・支援物資受入れ及び供給 １被災者生活再建支援制度 ５）防災気象情報の提供

    ２ 義援金・寄付金等の受付と配分 ⑶ 米などの調達・受入れ及び供給 ２生活福祉資金（緊急小口資金特例貸付） ６）民間企業の復旧・復興支援
    ３ 救援物資の受付と配分 ⑷ 全国知事会からの支援物資への対応 第５節 教育施設等の被害状況と復旧 ７）被災住宅の補修・再建の支援
   第１１節 災害廃棄物・有害物質の処理 ⑸ 燃料支援の対応 １児童生徒、教育施設等の被害状況 ８）公共建築物
    １ ごみ・し尿対策 ⑹ 海外政府等からの支援物資等への対応 ２学校の臨時休校等 ９）手続き･規制等の弾力的運用
    ２ ガレキ，家屋解体廃棄物の処理 ⑺ 栄養補助食品等の受入れ及び供給 ３学校再開に向けた取組と支援 10）沿岸部の詳細な海底地形データの提供
    ３ 有害物質による二次被害の防止対策 ⑻ 社会福祉施設等に対する物資の供給 ４学校教育の復興に向けた取組と支援 11）船舶を活用した被災者支援
   第１２節 関係法令の適用と特例措置の実施 ⑼ 薪炭等の支援 ５教育施設等の復旧に向けた取組 12）港湾施設復旧等の支援

    １ 関係法令の適用 ⑽ 緊急物資の輸送対応 ６その他
（11） 応急復旧工事等の円滑な実施のための措置と被災企業へ
の支援措置等

２ 被災者への税・使用料等の特例措置の実施 13 二次避難及び1.5 次避難対策 第６節 県議会の取組 １）応急復旧工事等の円滑な実施と支払い
   第１３節 民間企業による事業継続・早期復旧の取り組み ⑴ 二次避難対策 １被災地の視察及び要望活動状況 ２）建設資材の需給・価格動向の情報収集等
   第１４節 余震・二次被害対策 ⑵ 1.5 次避難対策 ２議会における対応状況 ３）関係機関に対する協力要請

第１５節 天皇陛下のお見舞い 14 医療・保健・要援護者対策 ３その他の活動状況 ４）その他
   第１６節 政府関係者の視察 ⑴ 医療救護対策 第７節 農林水産業の被害状況と復旧

⑵ 保健活動 １被害状況の把握等
⑶ 地域医療機関の復興支援活動 ２緊急対策
⑷ 感染症対策 ３農林水産業経営再建対策
⑸ 食生活改善対策 ４農林水産施設の復旧
⑹ リハビリテーション支援対策 第８節 商工業・雇用面への悪影響と応急対応
⑺ 要介護者支援対策 １商工業対策
⑻ 子育て・要保護児童支援対策 ２雇用対策
⑼ 障害者支援対策 第９節 生活必需物資の確保と全国からの支援
⑽ 心のケア対策 １生活必需物資の流通確保対策
15 災害救助法 ２義援金の受付と配分
16 水道事業体の応急・復旧対策 ３救援物資の受付と配分
17 広域水道・工業用水道の応急・復旧対策 第10節 災害廃棄物・有害物質の処理
18 住宅・建築物対策 １ごみ・し尿対策
⑴ 被災者住宅相談対応 ２家屋解体廃棄物の処理対策
⑵ 危険度判定 ３有害物質による二次災害の防止対策
⑶ 応急仮設建築物の存続許可 第11節 関係法令の適用と特例措置の実施
⑷ 住宅の応急修理制度 １関係法令の適用
⑸ 応急仮設住宅 ２被災者への税・使用料等の特例措置の実施
⑹ 民間賃貸住宅の借り上げ 第６章 復興に向けた動き
19 被災市街地の建築制限 第１節 応急対応に向けた要望
20 生活救援対策 １国への要望書の提出
⑴ 生活福祉資金 ２激甚災害の指定
⑵ 災害義援金 ３被災者生活再建支援法の改正
⑶ 被災者生活再建支援制度 第2節 中越沖地震復興基金の設置と運営
⑷ 消費生活関連対策 １中越沖地震復興基金の設立
⑸ 県税に係る特例措置 ２中越沖地震復興基金の活用
⑹ 各種手続等の手数料の減免
⑺ 被災者の権利利益の保全等
⑻ 特例旅券の発給
⑼ 外国人県民への対応
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参考資料② 過去の災害における記録誌について（その１）
（A-１） （A-２） 発行年月日 H24.3 （B-1） 発行年月日 H21.3 （C-1） 発行年月日 H８．１ （D-1） 発行年月日 H24．3

宮城県東日本大震災検証記録誌・目次（素案）
東日本大震災
-宮城県の6ヶ月間の災害対応とその検証- 新潟県中越沖地震記録誌 阪神・淡路大震災 北区記録誌 東日本大震災の記録 —国土交通省の災害対応ー
⑽ 被災動物の保護対策
21 し尿処理の対策
22 埋火葬対策
23 震災廃棄物対策
24 津波により被災した自動車の処理対策
25 被災地域の環境・衛生対策
26 農林水産業関連対策
⑴ 農林水産部全般
⑵ 農林水産経営支援対策
⑶ 農業関連対策
⑷ 農地・農業用施設対策
⑸ 畜産業対策
⑹ 林業・木材産業対策
⑺ 水産業関連対策
⑻ 水産業施設対策
27 公共土木施設の応急・復旧対策
⑴ 土木部全般
⑵ 防災用資機材等の調達対応等
⑶ 道路施設（橋りょう含む）
⑷ 河川施設（ダム含む）
⑸ 海岸保全施設
⑹ 砂防・地すべり・急傾斜地崩壊防止施設
⑺ 港湾施設
⑻ 下水道施設
⑼ 仙台空港及び関連施設
⑽ 都市公園・仙台港背後地
28 県発注工事等における特例措置
29 交通対策
30 商工業・雇用・観光対策
⑴ 商工業支援対策
⑵ 雇用対策
⑶ 観光対策
31 教育対策
⑴ 被害状況（公立学校分のみ）
⑵ 県立学校への対応
⑶ 市町村立学校等への対応
⑷ 県立大学への対応
⑸ 私立学校への対応
⑹ 甚大な被害を受けた公立学校に係る人的体制の確保
⑺ 学校保健・学校給食（私立学校を除く）
⑻ 学校安全関係
⑼ 学用品支援関係
⑽ 教職員への措置等
⑾ 被災した教職員へのメンタルヘルスケア等
⑿ 学校以外の教育関係施設等
⒀ 特別名勝松島
⒁ 指定文化財等
⒂ 埋蔵文化財
⒃ 教育・福祉複合施設整備事業
⒄ 宮城県教育復興懇話会
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参考資料② 過去の災害における記録誌について（その１）
（A-１） （A-２） 発行年月日 H24.3 （B-1） 発行年月日 H21.3 （C-1） 発行年月日 H８．１ （D-1） 発行年月日 H24．3

宮城県東日本大震災検証記録誌・目次（素案）
東日本大震災
-宮城県の6ヶ月間の災害対応とその検証- 新潟県中越沖地震記録誌 阪神・淡路大震災 北区記録誌 東日本大震災の記録 —国土交通省の災害対応ー

第５章 県及びマスコミの広報活動と報道活動 第５章 県の広報活動と報道活動
第１節 県の報道対応 第１節 報道対応
１ 報道機関への情報提供と報道対応 １報道機関への情報提供と報道対応
２ 災害対策本部会議の報道機関への公開 ２災害対策本部会議の報道機関への公開

第２節 県の災害広報活動 第 2節 災害広報活動
１ 県ホームページによる情報提供 １県ホームページによる迅速な情報提供
２ 様々なメディアを活用した広報活動 ２「情報の隙間」へのケア

第３節 マスコミの報道活動 ３様々なメディアを活用した広報活動
１ 震災直後からの報道活動 ４「海外」を対象とした広報
２ 震災報道の活用とその伝わり方 第３節 報道活動

１地域報道の活用とその伝わり方
２各報道機関の活動

第６章 東京電力株式会社福島第一原子力発電所事故 第５章 原子力発電所関連対策 第７章 中越沖地震に係る柏崎刈羽原子力発電所への影響 （12） 原子力災害への対応
第１節 東京電力株式会社福島第一原子力発電所事故に関する対策 第１節 初動対応 第1節 想定外の揺れに襲われた柏崎刈羽原子力発電所 （13）その他
１ 初動から一週間の対応 １中越沖地震と原子力発電所 １）防災機能を発揮した道路施設
２ 空間放射線量の測定 第２節 女川原子力発電所への対応 ２発電所での地震観測記録 ２）地域産業の維持に貢献した港湾
３ 放射性物質濃度の検査 第２節 柏崎刈羽原子力発電所の被災状況 ３）訪日外国人への情報発信観光の取組
４ 粗飼料及び肥育牛への対応 第３節 東京電力株式会社福島第一原子力発電所事故に対する対策 １被害及びトラブルの状況 ４）地理空間情報等の提供
５ 漁業への影響 １ 福島第一原子力発電所事故の概要 ２主な個別事象 ５）GPS 波浪計による沖合波浪観測
６ 風評被害 ２ 組織の体制整備 ３トラブル事象の国際原子力事象評価尺度（INES) ６）観測施設の復旧・強化
７ 損害賠償 ３ 放射線・放射能の測定及び測定結果への対応 第３節 県の対応 ７）研究機関等の対応

４ 広報・広聴 １初動対応 ８）国民に対する災害関連情報の発信
５ その他の対応 ２放射線の監視強化 ９）施設における帰宅困難者対応

３発電所立入調査及び状況確認 10）建築基準法等に基づく建築制限等
第４節 県の原子力安全対策に係る環境の整備 ４東京電力への要求や国への要望等 11) 応急仮設建築物の存続期間の延長
検証の総括 ５原発協（原子力発電関係団体協議会）への対応 12）災害対策等緊急事業推進費の執行による対策

６報道対応
７住民広報
第４節 国、柏崎市及び刈羽村の対応
１国の主な対応の経過
２柏崎市の対応
３刈羽村の対応
第５節 東京電力の初期の対応
１地震発生時の運転管理の対応
２所内変圧器火災に対する自衛消防による初期消火
３原子炉の冷温停止
４環境放射線MPのデータの伝送停止と対応
５所内緊急パトロール
６報道対応
第6節 中越沖地震を踏まえた課題と対応
１原子力発電所の耐震安全性の確保
２県技術委員会の拡充と２つの小委員会の設置
３活断層評価の未公表問題（F-B断層）
４迅速かつ分かりやすい情報の提供と大規模自然災害時の対応強化

５危機管理体制の充実・強化
６県の中越沖地震を踏まえた課題と対応について
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参考資料② 過去の災害における記録誌について（その１）
（A-１） （A-２） 発行年月日 H24.3 （B-1） 発行年月日 H21.3 （C-1） 発行年月日 H８．１ （D-1） 発行年月日 H24．3

宮城県東日本大震災検証記録誌・目次（素案）
東日本大震災
-宮城県の6ヶ月間の災害対応とその検証- 新潟県中越沖地震記録誌 阪神・淡路大震災 北区記録誌 東日本大震災の記録 —国土交通省の災害対応ー

第７章 復興に向けた始動 第４章 被災地の復興に向けた取組
１ 復興への始動 （１）国土交通省の復興に向けた基本的な対応方針
２ 宮城県震災復興会議による復興計画の検討 （２）津波防災地域づくりに関する法律の制定
３ 復興に向けた国の対応 （３）市町村の復興計画策定の支援
４ 震災復興基金の創設 １）津波被災市街地復興手法検討調査
５ 復興に向けての活動支援 ２）津波浸水シミュレーション
６ 大震災を振り返って ３）その他の取組

（４）復興まちづくりの支援
１）市街地における建築制限
２）土地利用のガイドラインの策定
３）被害の実態にあわせた事業の推進
４）復興整備計画制度
５）低炭素まちづくり
（５）安全・安心な住宅の供給
１）住宅の自立再建に向けた支援
２）地域の実情に応じた災害公営住宅の供給等
３）住宅・建築物の省エネルギー等の推進
４）災害に強い市街地の整備
５）その他の取組
（６）地域の産業・経済活動の再生
１）産業・経済活動を支える交通・物流の確保
２）地域産業の復興支援
（７）土地をめぐる課題の克服
１）被災地における土地境界の明確化の推進
２）被災地における土地の評価
３）所有者の所在不明土地に関する特例等
４）被災地における適正な土地取引の確保
（８）都道府県・市町村の事業遂行体制の支援
１）人的支援
２）アウトソーシング
３）技術的助言等
（９）民間の力の活用
（10）観光振興
１）観光振興に向けた国内旅行の推進
２）訪日旅行需要の回復・促進
３）東北観光博や東北・北関東を応援する国民運動の展開
（11）東北圏広域地方計画の見直し
（12）復旧・復興事業の施工確保に向けた取組
１）復旧・復興事業の施工確保に関する連絡協議会の設置
２）国土交通省における当面の対策

第８章 東日本大震災を踏まえた教訓
１ 防災体制
２ 国の支援活動
３ 首長の対応
４ 現行法令・条例の課題と対応
５ 保健医療
６ 応急救助
７ ボランティア・災害弱者
８ 被災者支援
９ 復興体制
１０ 産業復興
１１ 文化復興

第９章 これまでの地震・津波研究と今後の方向性 （13）その他
１）調査・研究・開発の推進
２）データ等の整備・提供
３）統計分析

第10章 東日本大震災の教訓を生かした防災対策の推進
１ 地域防災基盤の整備
２ 防災施設の整備
３ 迅速な災害応急体制の確立
４ 災害応急対策への備えの充実
５ 県民参加による地域防災力の向上
６ 「○○の日」の制定

索引（機関名，項目）
凡例，記録誌で使用される語句の意味

【巻末資料】 参考２中越沖地震対応日誌 第７部 阪神・淡路大震災ドキュメント
・東日本大震災の宮城県の対応（総括表），（項目毎）
・東日本大震災対応記録（出来事，宮城県の対応，国の対応など）
・県災害対策本部議事録，県広報紙，新聞記事，
・県内市町村毎の被害状況
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参考資料② 過去の災害における記録誌について（その１）
（A-１） （A-２） 発行年月日 H24.3 （B-1） 発行年月日 H21.3 （C-1） 発行年月日 H８．１ （D-1） 発行年月日 H24．3

宮城県東日本大震災検証記録誌・目次（素案）
東日本大震災
-宮城県の6ヶ月間の災害対応とその検証- 新潟県中越沖地震記録誌 阪神・淡路大震災 北区記録誌 東日本大震災の記録 —国土交通省の災害対応ー

参考１中越沖地震の避難所数等の推移（暫定集計） 第６部 座談会目次（素案）では該当項目が無しと思われ
るもの
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参考資料② 過去の災害における記録誌について（その２）
（A-１） （A-２） 発行年月日 H24.3 （B-2） H24.3 （B-３） H24.3 （B-４） H23.9

宮城県東日本大震災検証記録誌・目次（素案）
東日本大震災
-宮城県の6ヶ月間の災害対応とその検証-

東日本大震災１周年記録誌の掲載（茨城県）
茨城県土木部 東日本大震災記録誌(福島県) 福島県土木部 東日本大震災の記録（暫定版）_宮城県土木部

序文 はじめに 序 文 はじめに 第 I 編 東日本大震災に係る対応の概要
検証の目的と検証方法

第１章 東日本大震災の概要 第１章 東日本震災の災害の概況と被害の概要 Ⅰ 東日本大震災（東北地方太平洋沖地震）の概要 第１章 東北地方太平洋沖地震と付随した災害の概要 第1 章 地震の概要
第１節 地震の概要と特徴 第１節 災害の概況 Ⅰ-１ 東日本大震災（東北地方太平洋沖地震）の概要 第１節 東北地方太平洋沖地震 （１）東北地方太平洋沖地震の概要

１ 地震の発生状況 １ 地震の発生状況 Ⅰ-１-１ 地震の概要 §１．１ 地震の概要 （２）震度分布図と震度
２ 地震の特徴 ２ 津波の状況 Ⅰ-１-２ 各地の震度 １．１．１ 平成２３年東北地方太平洋沖地震の概況 （３）余震の発生状況

第２節 津波の概要と特徴 ３ 地震・津波の特徴 Ⅰ-１-３ 被害の状況 １．１．２ 福島県内における東北地方太平洋沖地震の概況 （４）津波の警報区域図
１ 津波の発生状況 §１．２ 津波の概要 （５）津波痕跡調査結果
２ 津波の特徴 １．２．１ 大津波警報及び津波警報の発令状況 （６）津波の浸水範囲

１．２．２ 津波の観測概況 （７）地震に伴う地殻変動
１．２．３ 福島県内の津波観測結果
１．２．４ 福島県内における津波による浸水状況
第２節 東北地方太平洋沖地震に伴う余震
§２．１ 余震の発生状況
２．１．１ 本震発生直後３日間の余震発生状況
２．１．２ 余震の月別発生状況
§２．２ 福島県内における代表的な余震の概要
２．２．１ 福島県浜通りを震源とする地震（H23.4.11 発生）

第３節 被害の概要（全国および宮城県） 第２節 被害の概要 Ⅰ-２ 本県の被災状況 第２章 東日本大震災に伴い発生した被害の状況 第2 章 被害の概要（平成23 年9 月21 日現在※継続調査中）
１ 被害の概要と特徴 １ 被害の特徴 Ⅳ 主な被害箇所と復旧工事事例 第１節 福島県内の主な被害 （１）人的被害
２ 被害額 ２ 被害の概要 Ⅳ-１ 国道１１８号 静跨線橋（那珂市静地内） §１．１ 県内の主な被害 （２）住家・非住家被害

Ⅳ-２ 国道２９３号線 里川橋（常陸太田市小沢町地内） §１．２ 一般被害 （３）避難所・避難者数
Ⅳ-３ 国道３５４号 鹿行大橋（鉾田市札～行方市山田） １．２．１ 人的被害 （４）ライフライン被害
Ⅳ-４ 県道鹿島港線（鹿嶋市新浜地内） １．２．２ 住家被害 （５）各施設の被害額
Ⅳ-５ 涸沼川（茨城町・大洗町・鉾田市） §１．３ 公共土木施設の被害 （６）公共土木施設等の被害額
Ⅳ-６ 茨城港・鹿島港 １．３．１ 主要道路の通行止め 第3 章 津波による沿岸部被災前後写真
Ⅳ-７ 偕楽園・弘道館 １．３．２ 県・市町村管理公共土木施設の被害報告額 （１）気仙沼市の被災前後写真
Ⅳ-８ 下水道施設 第２節 県土木部管理施設における被害状況 （２）南三陸町志津川地区の被災前後写真
Ⅳ-９ 県営日の出住宅 §２．１ 本震による被害（原発事敀による警戒区域を除く） （３）石巻市北上川河口の被災前後写真

２．１．１ 浜通り （４）女川町の被災前後写真
（１） 浜通り沿岸部の被災直後の状況 （５）石巻市旧北上川河口の被災前後写真
（２） 浜通りの主な被災状況と復旧の状況 （６）東松島市鳴瀬川河口の被災前後写真
２．１．２ 中通り （７）仙台港の被災前後写真

ⅩⅣ-１ 道路被災箇所図 （１） 中通りの主な被災状況と復旧の状況 （８）仙台市宮城野区蒲生地区の被災前後写真
ⅩⅣ-２ 河川主要被災箇所図 ２．１．３ 会津地方 （９）仙台市若林区荒浜地区の被災前後写真
ⅩⅣ-３ 茨城県津波浸水実績図 （１） 会津の主な被災状況と復旧の状況 （１０）名取市閖上地区の被災前後写真
ⅩⅣ-４ 茨城港大洗港区における津波写真（大洗町都市建設課提供） §２．２ 余震による被害（原発事敀による警戒区域を除く） （１１）仙台空港の被災前後写真
ⅩⅣ-５ 県内の被害状況写真（農地、鉄道、コンビナート
等）及び原発事故の影響データ ２．２．１ 浜通り （１２）亘理町鳥の海地区の被災前後写真

（１） 浜通りの被災直後の状況 第4 章 公共土木施設の被災状況
（２） 浜通りの主な被災状況と復旧の状況 （１）道路施設の被災写真
§２．３ 原発事敀による警戒区域内の状況 （２）河川・海岸保全施設の被災写真
２．３．１ 警戒区域内 （３）砂防・地すべり・急傾斜地施設の被災写真
（１） 警戒区域内被災状況 （４）港湾施設の被災写真
（２） 道路・橋梁 （５）下水道施設の被災写真
（３） 河川・砂防 （６）仙台空港関連施設の被災写真
第３節 県土木部関係庁舎の主な被害状況 （７）都市公園の被災写真
§３．１ 本震による被害（原発事敀による警戒区域を除く） （８）仙台港背後地の被災写真
３．１．１ 浜通り （９）県庁及び各事務所の被災写真
（１） 相馬港湾建設事務所の被災直後の状況
（２） 小名浜港湾建設事務所の被災直後の状況
３．１．２ 中通り
（１） 県中建設事務所の被災直後の状況

第４節 宮城県沖を震源とする過去の歴史地震

第２章 東日本大震災以前の事前対策
第１節 被害想定

１ 想定地震
２ 想定津波

第２節 ハード面の事前対策
第３節 ソフト面の事前対策
第４節 事前対策の検証・更新状況

第３章 初動対応及び活動記録（機関・時系列） 第２章 初動対応（地震発生後24時間の活動） Ⅱ 地震発生から復旧へ 第5 章 地震発生後の対応
第１節 被災者の避難状況 第１節 災害対策本部会議開催前の状況 Ⅱ-１ 公共土木施設への被害状況 （１）土木部災害対策本部の設置
第２節 県災害対策本部の初動対応及び活動状況 １ 概要 Ⅱ-２ 発災直後の対応（安全確保・緊急復旧に向けた取り組み） （２）土木部職員の安否確認

１ 災害対策本部の設置 ２ 主な対応内容 Ⅱ-２-１ 災害対策本部 （３）土木部の災害復旧体制
２ 人命救助・救急活動の展開 （４）他県職員の応援派遣
３ 被害状況の把握と公表 第２節 災害対策本部会議開催以降の状況 （５）土木部災害対策本部の初動対応（発災後から１ケ月）
４ 国及び防災関係機関への活動要請 １ 第１回災害対策本部会議の開催及び主な対応 （６）事務所の初動対応（発災後から１ケ月)
５ 緊急輸送路の確保 ２ 第２回災害対策本部会議の開催及び主な対応 （７）ＢＣＰ(土木部事業継続計画)
６ 被災者への食糧・生活必需品の供給 ３ 第３回災害対策本部会議の開催及び政府調査団への状況報告 （８）公共土木施設等の復旧・復興工程
７ 燃料の確保 ４ 第４回災害対策本部会議の開催 （９）道路交通規制
８ 埋葬・火葬対策 視察 （１０）応急仮設住宅
９ 義援金・救援物資の受付 ６ 第６回災害対策本部会議の開催 （１１）被災建築物応急危険度判定
１０ 県災害対策本部の活動状況 ７ 第７回災害対策本部会議の開催 （１２）被災宅地危険度判定

（１３）公共土木施設における災害廃棄物
（１４）公共土木施設における放射能及び空間線量率
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参考資料② 過去の災害における記録誌について（その２）
（A-１） （A-２） 発行年月日 H24.3 （B-2） H24.3 （B-３） H24.3 （B-４） H23.9

宮城県東日本大震災検証記録誌・目次（素案）
東日本大震災
-宮城県の6ヶ月間の災害対応とその検証-

東日本大震災１周年記録誌の掲載（茨城県）
茨城県土木部 東日本大震災記録誌(福島県) 福島県土木部 東日本大震災の記録（暫定版）_宮城県土木部

第３節 国及び防災関係機関の初動対応及び活動状況 ※１年間若しくは活動終了までの記録 第３節 災害対策本部各部及び関係機関の初動対応 Ⅱ-３ 土木部における発災直後の対応（発災後～平成２３年４月１５日） 第Ⅱ編 東日本大震災への福島県土木部の対応
１ 自衛隊（東北方面総監部，第６師団，２２普通科連隊，第２施設団，第４航空隊 等） １ 人命救助活動 第１章 土木部の災害対応体制と基本方針

・人命救助／行方不明者捜索／救護・医療支援／生活支援／ ⑴ 警察 第１節 組織体制と指揮系統
・輸送支援／後方支援／ガレキの撤去等の応急復旧支援／ ⑵ 消防 §１．１ 福島県災害対策本部の組織
・各国との協力体制／関係機関との連携 ⑶ 自衛隊 §１．２ 土木部の災害対処の体制と基本方針

２ 緊急消防援助隊 ⑷ 第二管区海上保安本部 １．２．１ 福島県災害対策本部土木部本部の指揮系統
・出動部隊の概要／人命救助／行方不明者捜索／ ２ 県庁行政庁舎内の帰宅困難者への対策 １．２．２ 初動期における土木部の災害対処方針
・火災消火活動／関係機関との連携 ３ 救援物資対策 １．２．３ 初動期における土木部の渉外体制

３ 第二管区海上保安部 ４ 医療救護対策 （１） 土木部本部と関係機関との連絡・調整体制
・人命救助／行方不明者捜索／輸送路の確保／輸送支援／ ５ 住宅対策 （２） 初動期における被災者等への情報提供

４ 警察 ６ 水道への対策 １．２．４ 土木部の災害対応拠点及び情報連絡体制の確保
・人命救助／行方不明者捜索／救護・医療支援／関係機関との連携 ７ 下水道施設対策 （１） 通信手段の確保状況
・遺体の検視・身元対策／被災自治体治安対策／交通対策／ ８ 広域水道・工業用水道対策 １．２．５ 緊急時応急対策のための資機材・燃料等の確保

５ 県内消防機関 ９ 東北電力株式会社における電気施設対策 （１） 緊急交通路指定への対応
・人命救助／行方不明者捜索／火災消火活動／ 10 電話施設対策 （２） 緊急時応急対策に係る燃料の確保

６ 関係省庁 ⑴ 東日本電信電話株式会社宮城支店 （３） 緊急時応急対策に係る資材等の確保
① 内閣府宮城現地災害対策本部事務局 ⑵ 株式会社エヌ・ティ・ティ・ドコモ東北支社 （４） 緊急時応急対策に係る建設機材の確保
・活動状況／自治体支援／国省庁との協議／ ⑶ ＫＤＤＩ株式会社東北総支社 第２節 東日本大震災からの復旧・復興の基本方針
② 東北地方整備局 ⑷ ソフトバンクモバイル株式会社 §２．１ 県全体の復旧・復興に向けた取り組み方針
・道路・航路啓開／道路等応急復旧／道路等本復旧／自治体支援 11 ガス施設対策 ２．１．１ 復興ビジョン
③ 仙台管区気象台 12 交通対策 ２．１．２ 福島県復興計画
・初動における津波警報／ 13 情報提供対策 §２．２ 公共土木施設の災害復旧方針
④ 総務省消防庁 14 仮設トイレの確保対策 §２．３ 県管理公共土木施設の除染基本方針
・ 連絡調整／他機関との連携 15 埋火葬対策

７ 防災関係機関 16 職員厚生対策
① 東北電力（株） 17 災害救助法の適用
・県災害対策本部での対応／停電の状況／復旧に向けた取り組み／
② 日本電信電話（株） 第４節 災害対策本部各地方支部及び地域部の初動対応
・県災害対策本部での対応／サービス復旧状況／自治体支援／ １ 大河原地方支部
③ 日本赤十字社宮城県支部 ２ 仙台地方支部
・災害救護活動（救護／医療／心のケア／救援物資／ボランティア） ３ 北部地方支部
④ 東日本高速道路（株）東北支社 ４ 栗原地域部
・高速道路の被災状況等／復旧状況／支援状況／ ５ 登米地域部
⑤ 東日本旅客鉄道（株） ６ 東部地方支部
・応急復旧対応／ ７ 気仙沼地方支部

第４節 市町村の初動対応と活動状況
１ 災害対策本部の設置
２ 被害状況の把握
３ 避難指示・勧告
４ 避難所設置
５ 福祉避難所設置
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参考資料② 過去の災害における記録誌について（その２）
（A-１） （A-２） 発行年月日 H24.3 （B-2） H24.3 （B-３） H24.3 （B-４） H23.9

宮城県東日本大震災検証記録誌・目次（素案）
東日本大震災
-宮城県の6ヶ月間の災害対応とその検証-

東日本大震災１周年記録誌の掲載（茨城県）
茨城県土木部 東日本大震災記録誌(福島県) 福島県土木部 東日本大震災の記録（暫定版）_宮城県土木部

第５節 地域コミュニティとボランティアの活動状況 第４章 災害ボランティア活動支援対策
第１節 災害ボランティアセンターの設置・運営に関する支援
１ 宮城県災害ボランティアセンターの設置状況
２ 市町災害ボランティアセンターの設置状況
３ 市町災害ボランティアセンターの運営状況

第２節 災害ボランティア活動への支援
１ 災害ボランティアセンター運営に関する県の取り組み
２ ＮＰＯ・ＮＧＯ等との連携
３ 政府・都道府県による支援状況
４ 都道府県・指定都市ブロック社協等による支援状況

第３節 災害ボランティア活動の実績
１ 災害ボランティア数
２ 災害ボランティア活動の内容

第６節 情報提供と相談窓口の設置
１ 情報提供
２ 避難所等への情報提供
３ 相談窓口の設置
４ 苦情や相談等への対応

第７節 医療機関・社会福祉機関の初動対応と活動内容

第８節 広域的な支援と活動内容（広域連携）
１ 他都道府県（山形県，関西広域連合（兵庫県，徳島県，鳥取県），東京都，新潟県）

・連絡会議の設置／人的支援／支援物資／避難者受入／被災児童の受入／
・応急普及活動／工業用水応急復旧支援／震災廃棄靴処理／火葬／し尿／

２ 県外市区町村
３ 広域ボランティア団体
４ その他（海外からの支援等）
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参考資料② 過去の災害における記録誌について（その２）
（A-１） （A-２） 発行年月日 H24.3 （B-2） H24.3 （B-３） H24.3 （B-４） H23.9

宮城県東日本大震災検証記録誌・目次（素案）
東日本大震災
-宮城県の6ヶ月間の災害対応とその検証-

東日本大震災１周年記録誌の掲載（茨城県）
茨城県土木部 東日本大震災記録誌(福島県) 福島県土木部 東日本大震災の記録（暫定版）_宮城県土木部

第４章 応急・復旧対策（項目・時系列） 第３章 災害応急・復旧対策（地震発生6か月間の対応） Ⅱ-４ 応急復旧 第２章 土木部の初動期における災害対応 第9 章 災害査定
第１節 概要 第１節 災害対策本部事務局の対応 Ⅱ-４-１ 応急復旧①（発災後～平成２３年４月末まで） 第１節 緊急措置（フェーズ１） （１）水管理・国土保全局の災害査定状況

１ 東日本大震災に係る県の予算措置 １ 運営グループ Ⅱ-４-２ 応急復旧②（平成２３年５月～平成２３年６月中旬頃まで） §１．１ 緊急措置対応のための他機関からの支援と連携 （２）都市局の災害査定状況
２ 応急・復旧対策の概要 ２ 対策グループ Ⅱ-５ 災害査定対応 １．１．１ 国土交通省 （３）港湾局の災害査定状況

第２節 県民からの声 ３ 情報グループ Ⅱ-５-１ 道路・河川災の災害査定 １．１．２ 東日本高速道路株式会社（ＮＥＸＣＯ東日本） （４）住宅局の災害査定状況
第３節 被災者への応急支援 ４ 通信グループ Ⅱ-５-２ 都市災の災害査定 １．１．３ 自衛隊 第10 章 公共土木施設の応急復旧状況

１ 避難者への対応 ５ 広報グループ Ⅱ-５-３ 港湾災の災害査定 １．１．４ 建設業関連団体 （１）道路施設の応急復旧写真
２ 避難者を含む被災者への応急対応 ６ 庶務グループ Ⅱ-５-４ 住宅災の災害査定 §１．２ 避難・物資輸送路確保のための緊急措置 （２）河川施設の応急復旧写真
３ 災害ボランティア ７ 物資グループ Ⅱ-６ 早期復旧に向けた運用等（入札制度等） １．２．１ 物資受入れ拠点の確保 （３）海岸保全施設の応急復旧写真
４ 医療救護・救急医療 ８ 物資調達グループ Ⅱ-７災害復旧業務を継続するための土木部での対応 （１） 福島空港の拠点化 （４）港湾施設の応急復旧写真
５ 災害時要援護者への対応 ９ 物流調整グループ Ⅱ-７-１ 土木部各出先機関における被災状況 （２） 港湾機能の確保 （５）下水道施設の応急復旧写真
６ 派遣看護職などの活動 10 緊急消防援助隊調整グループ Ⅱ-７-２ 土木部の待機体制 １．２．２ 道路啓開・緊急措置 （６）仙台空港関連施設の応急復旧写真
７ 被災動物の保護 11 ヘリコプター運用調整グループ Ⅱ-８ 燃料確保（ガソリン） （１） 物資受入れ拠点と被災地を結ぶネットワークの確保 （７）都市公園の応急復旧写真

第４節 住宅被害と住居の確保 12 避難所グループ Ⅱ-９ 国・他県からの支援（人的支援・物的支援） （２） 沿道建築物の倒壊への対応 （８）仙台港背後地の応急復旧写真
１ 住宅の被災状況 13 災害対策本部事務局に設置された関係機関連絡所 Ⅱ-９-１ 人的支援 （３） 沿岸地域における対応
２ 住宅の応急危険度判定 Ⅱ-９-２ 物的支援 §１．３ 住宅・生活環境の確保のための緊急措置
３ 宅地危険度判定 第２節 関係機関の活動 Ⅱ-１０ 地元建築関係団体の協力 １．３．１ 応急危険度判定士の派遣
４ 家屋被害認定調査 １ 警察 Ⅱ-１１ その他の取り組み １．３．２ 民間賃貸住宅の借り上げ等による応急住宅の提供
５ 住宅相談の実施等 ２ 消防 Ⅱ-１１-１ 大規模な地殻変動への対応（基準点への再測量・補正等） １．３．３ 応急仮設住宅の建設
６ 公営住宅の被害状況と復旧 ３ 自衛隊 Ⅱ-１１-２ 洪水予報等における基準水位の見直し １．３．４ 建築基準法の緩和
７ 公営住宅などへの一時入居 ４ 第二管区海上保安本部 Ⅱ-１１-３ ダム漏水量点検の実施 １．３．５ 下水道施設の機能確保
８ 応急仮設住宅の設置 ５ 東北電力株式会社における電気施設の応急・復旧対策 Ⅱ-１１-４ 土砂災害危険箇所緊急点検の実施 §１．４ 救助・救援活動の支援
９ 民間賃貸住宅の借上げ ６ 電話施設の応急・復旧対策 Ⅱ-１１-５ 建設サイクル関係の対応 １．４．１ 行方丌明者捜索の支援

１０ 被災者の住宅応急修理支援 ⑴ 東日本電信電話株式会社宮城支店 Ⅲ 本格復旧 （１） 湛水地域での緊急排水作業
１１ 住宅の建設・購入修繕に係る融資・支援 ⑵ 株式会社エヌ・ティ・ティ・ドコモ東北支社 （２） 土砂崩落箇所での救助支援作業
１２ まちづくり計画・集団移転 ⑶ ＫＤＤＩ株式会社東北総支社 Ⅶ 予算関係 第２節 応急復旧（フェーズ２）
第５節 被災者の生活再建支援 ⑷ ソフトバンクモバイル株式会社 Ⅶ-１ 東日本大震災に係る国の平成２３年度補正予算 §２．１ 避難・物資輸送路の確保のための応急復旧

１ 被災者再建支援制度 ７ ガス施設の応急・復旧対策 Ⅶ-２ 東日本大震災に係る県の平成２３年度補正予算 ２．１．１ 全面通行止めの解消
２ 生活福祉資金 ２．１．２ 港湾施設の供用

第６節 教育施設等の被害状況と復旧 第３節 災害対策本部各部の対応 §２．２ 住宅・生活環境のための応急復旧
１ 児童生徒，教育施設等の被害状況 １ 組織及び人員による推進体制 （１） 河川・海岸堤防
２ 学校の臨時休校等 ２ 全国からの支援要員等の宿泊受入 §２．３ 被災箇所調査と復旧設計
３ 学校再開に向けた取組と支援 ３ 職員の福利厚生対策
４ 教育施設等の復旧に向けた取組 ４ 財務総合管理システムの停止に伴う緊急措置

第７節 公共施設などの被害状況と復旧 ５ 庁舎復旧対策
１ ライフラインの被害状況と復旧 ６ 市町村への行財政面における支援
２ 交通・土木施設等の被害状況と復旧 ７ 県民への情報提供

第８節 農林水産業の被害状況と復旧 ８ 県民相談窓口の設置等
１ 被害状況の把握等 ９ 寄附金
２ 緊急対策 10 ふるさと納税
３ 農林水産業経営再建対策 11 二次災害防止対策
３ 農林水産施設の復旧 ⑴ 高圧ガス等危険物対策

第９節 商工業・雇用に関する応急対策 ⑵ 有害物質対策
１ 商工業対策 ⑶ 毒物劇物対策

２ 雇用対策
12 食料品等応急生活物資の供給（災害対策本部事務局対応分
以外）

第１０節 生活必需品の確保と全国からの支援
⑴ 宮城県生活協同組合連合会を通じた応急生活物資の調達及
び供給

１ 生活必需品の流通確保対策
⑵ コンビニエンスストア各社を通じた食料品等の調達・支援物資
受入れ及び供給

２ 義援金・寄付金等の受付と配分 ⑶ 米などの調達・受入れ及び供給
３ 救援物資の受付と配分 ⑷ 全国知事会からの支援物資への対応

第１１節 災害廃棄物・有害物質の処理 ⑸ 燃料支援の対応
１ ごみ・し尿対策 ⑹ 海外政府等からの支援物資等への対応
２ ガレキ，家屋解体廃棄物の処理 ⑺ 栄養補助食品等の受入れ及び供給
３ 有害物質による二次被害の防止対策 ⑻ 社会福祉施設等に対する物資の供給 Ⅵ 主な法律等

第１２節 関係法令の適用と特例措置の実施
⑼ 薪炭等の支援

Ⅵ-１ 東日本大震災についての激甚災害及びこれに対し適用
すべき措置の指定に関する政令

１ 関係法令の適用
⑽ 緊急物資の輸送対応

Ⅵ-２ 東日本大震災に対処するための特別の財政援助及び助
成に関する法律

２ 被災者への税・使用料等の特例措置の実施 13 二次避難及び1.5 次避難対策 Ⅵ-３ 東日本大震災復興基本法
第１３節 民間企業による事業継続・早期復旧の取り組み ⑴ 二次避難対策 Ⅵ-４ 東日本大震災復興特別区域法

第１４節 余震・二次被害対策
⑵ 1.5 次避難対策

Ⅵ-５ 平成二十三年三月十一日に発生した東北地方太平洋沖
地震に伴う原子力発電所の事故により放出された放射能物質
による環境の汚染への対処に関する特別措置法

第１５節 天皇陛下のお見舞い 14 医療・保健・要援護者対策
第１６節 政府関係者の視察 ⑴ 医療救護対策

⑵ 保健活動
⑶ 地域医療機関の復興支援活動
⑷ 感染症対策
⑸ 食生活改善対策
⑹ リハビリテーション支援対策
⑺ 要介護者支援対策
⑻ 子育て・要保護児童支援対策
⑼ 障害者支援対策
⑽ 心のケア対策
15 災害救助法
16 水道事業体の応急・復旧対策
17 広域水道・工業用水道の応急・復旧対策
18 住宅・建築物対策
⑴ 被災者住宅相談対応
⑵ 危険度判定
⑶ 応急仮設建築物の存続許可
⑷ 住宅の応急修理制度
⑸ 応急仮設住宅
⑹ 民間賃貸住宅の借り上げ
19 被災市街地の建築制限
20 生活救援対策
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参考資料② 過去の災害における記録誌について（その２）
（A-１） （A-２） 発行年月日 H24.3 （B-2） H24.3 （B-３） H24.3 （B-４） H23.9

宮城県東日本大震災検証記録誌・目次（素案）
東日本大震災
-宮城県の6ヶ月間の災害対応とその検証-

東日本大震災１周年記録誌の掲載（茨城県）
茨城県土木部 東日本大震災記録誌(福島県) 福島県土木部 東日本大震災の記録（暫定版）_宮城県土木部

⑴ 生活福祉資金
⑵ 災害義援金
⑶ 被災者生活再建支援制度
⑷ 消費生活関連対策
⑸ 県税に係る特例措置
⑹ 各種手続等の手数料の減免
⑺ 被災者の権利利益の保全等
⑻ 特例旅券の発給
⑼ 外国人県民への対応
⑽ 被災動物の保護対策
21 し尿処理の対策
22 埋火葬対策
23 震災廃棄物対策
24 津波により被災した自動車の処理対策
25 被災地域の環境・衛生対策
26 農林水産業関連対策
⑴ 農林水産部全般
⑵ 農林水産経営支援対策
⑶ 農業関連対策
⑷ 農地・農業用施設対策
⑸ 畜産業対策
⑹ 林業・木材産業対策
⑺ 水産業関連対策
⑻ 水産業施設対策
27 公共土木施設の応急・復旧対策
⑴ 土木部全般
⑵ 防災用資機材等の調達対応等
⑶ 道路施設（橋りょう含む）
⑷ 河川施設（ダム含む）
⑸ 海岸保全施設
⑹ 砂防・地すべり・急傾斜地崩壊防止施設
⑺ 港湾施設
⑻ 下水道施設
⑼ 仙台空港及び関連施設
⑽ 都市公園・仙台港背後地
28 県発注工事等における特例措置
29 交通対策
30 商工業・雇用・観光対策
⑴ 商工業支援対策
⑵ 雇用対策
⑶ 観光対策
31 教育対策
⑴ 被害状況（公立学校分のみ）
⑵ 県立学校への対応
⑶ 市町村立学校等への対応
⑷ 県立大学への対応
⑸ 私立学校への対応
⑹ 甚大な被害を受けた公立学校に係る人的体制の確保
⑺ 学校保健・学校給食（私立学校を除く）
⑻ 学校安全関係
⑼ 学用品支援関係
⑽ 教職員への措置等
⑾ 被災した教職員へのメンタルヘルスケア等
⑿ 学校以外の教育関係施設等
⒀ 特別名勝松島
⒁ 指定文化財等
⒂ 埋蔵文化財
⒃ 教育・福祉複合施設整備事業
⒄ 宮城県教育復興懇話会
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参考資料② 過去の災害における記録誌について（その２）
（A-１） （A-２） 発行年月日 H24.3 （B-2） H24.3 （B-３） H24.3 （B-４） H23.9

宮城県東日本大震災検証記録誌・目次（素案）
東日本大震災
-宮城県の6ヶ月間の災害対応とその検証-

東日本大震災１周年記録誌の掲載（茨城県）
茨城県土木部 東日本大震災記録誌(福島県) 福島県土木部 東日本大震災の記録（暫定版）_宮城県土木部

第５章 県及びマスコミの広報活動と報道活動
第１節 県の報道対応
１ 報道機関への情報提供と報道対応
２ 災害対策本部会議の報道機関への公開

第２節 県の災害広報活動
１ 県ホームページによる情報提供
２ 様々なメディアを活用した広報活動

第３節 マスコミの報道活動
１ 震災直後からの報道活動
２ 震災報道の活用とその伝わり方

第６章 東京電力株式会社福島第一原子力発電所事故 第５章 原子力発電所関連対策 Ⅴ 東北地方太平洋沖地震に伴う福島第一原子力発電所事故 第３節 福島第１及び第２原子力発電所事敀
第１節 東京電力株式会社福島第一原子力発電所事故に関する対策 第１節 初動対応 Ⅴ-１ 事故の概要 §３．１ 福島第１原子力発電所事敀による避難等の経過

１ 初動から一週間の対応 Ⅴ -２ 土木部における対応 統
２ 空間放射線量の測定 第２節 女川原子力発電所への対応 Ⅴ-２-１ 下水汚泥等 ３．１．２ 福島第１原子力発電所事敀の事態推移
３ 放射性物質濃度の検査 Ⅴ -２-２ 県営都市公園 き
４ 粗飼料及び肥育牛への対応 対策 §３．２ 原子力発電所事敀に伴う法的規制区域の概要
５ 漁業への影響 １ 福島第一原子力発電所事故の概要 ３．２．１ 放射性物質の放出を想定した事敀に係る法律体系
６ 風評被害 ２ 組織の体制整備 ３．２．２ 避難指示等の法的根拠
７ 損害賠償 ３ 放射線・放射能の測定及び測定結果への対応 ３．２．３ 警戒区域の設定による災害復旧への影響

４ 広報・広聴 §３．３ 地震・津波災害及び原発事敀に伴う福島県民の避難状況
５ その他の対応 ３．３．１ 福島県民の避難概況

３．３．２ 原子力発電所事敀に伴う避難対象者
第４節 県の原子力安全対策に係る環境の整備 ３．３．３ 県外へ転校した児童・生徒数
検証の総括 §３．４ 放射性物質の拡散状況

３．４．１ 広域的な拡散状況
３．４．２ 福島県内における放射性物質の拡散状況
３．４．３ 原発事敀直後における放射性物質の降下による影響
第３節 原子力発電所事敀に伴う警戒区域等への対応
§３．１ 緊急措置（緊急事態応急対策）
３．１．１ 行方丌明者捜索支援のための緊急排水作業
３．１．２ 警戒区域内の被災状況確認
§３．２ マイカー一時帰宅等への対応
§３．３ 警戒区域内の災害復旧へ向けた取り組み
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参考資料② 過去の災害における記録誌について（その２）
（A-１） （A-２） 発行年月日 H24.3 （B-2） H24.3 （B-３） H24.3 （B-４） H23.9

宮城県東日本大震災検証記録誌・目次（素案）
東日本大震災
-宮城県の6ヶ月間の災害対応とその検証-

東日本大震災１周年記録誌の掲載（茨城県）
茨城県土木部 東日本大震災記録誌(福島県) 福島県土木部 東日本大震災の記録（暫定版）_宮城県土木部

第７章 復興に向けた始動 Ⅷ 今後目指すべき方向性及び展開すべき今後の施策 第6 章 被災した海岸堤防の新たな津波対策

１ 復興への始動
Ⅷ-１ 「東日本大震災における復旧状況を踏まえた災害に強
い安全・安心な県土づくり」（茨城県議会 H２３年土木委員
会） （１）国等における津波対策に関する基本的な考え方

２ 宮城県震災復興会議による復興計画の検討
Ⅷ-２ 東日本大震災復旧・元気ないばらきづくり調査特別委
員会（茨城県議会 H２３年調査特別委員会） （２）本県における津波対策の考え方

３ 復興に向けた国の対応 （３）津波高の検討について
４ 震災復興基金の創設 第7 章 被災市町の復興まちづくり支援
５ 復興に向けての活動支援 （１）支援の目的
６ 大震災を振り返って （２）支援の対象市町

（３）これまでの取組み
（４）これからの取組み
（５）まちづくり計画の策定支援の経緯
第8 章 関係法令等の指定
（１）激甚災害
（２）災害救助法
（３）被災者生活再建支援法
（４）特定非常災害

第８章 東日本大震災を踏まえた教訓
１ 防災体制
２ 国の支援活動
３ 首長の対応
４ 現行法令・条例の課題と対応
５ 保健医療
６ 応急救助
７ ボランティア・災害弱者
８ 被災者支援
９ 復興体制
１０ 産業復興
１１ 文化復興

第９章 これまでの地震・津波研究と今後の方向性

第10章 東日本大震災の教訓を生かした防災対策の推進
１ 地域防災基盤の整備
２ 防災施設の整備
３ 迅速な災害応急体制の確立
４ 災害応急対策への備えの充実
５ 県民参加による地域防災力の向上
６ 「○○の日」の制定

索引（機関名，項目）
凡例，記録誌で使用される語句の意味

【巻末資料】
・東日本大震災の宮城県の対応（総括表），（項目毎）
・東日本大震災対応記録（出来事，宮城県の対応，国の対応など）
・県災害対策本部議事録，県広報紙，新聞記事，
・県内市町村毎の被害状況
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参考資料② 過去の災害における記録誌について（その２）
（A-１） （A-２） 発行年月日 H24.3 （B-2） H24.3 （B-３） H24.3 （B-４） H23.9

宮城県東日本大震災検証記録誌・目次（素案）
東日本大震災
-宮城県の6ヶ月間の災害対応とその検証-

東日本大震災１周年記録誌の掲載（茨城県）
茨城県土木部 東日本大震災記録誌(福島県) 福島県土木部 東日本大震災の記録（暫定版）_宮城県土木部
ⅩⅡ 経験談・体験談 資料編1 宮城県知事からのメッセージ
○東日本大震災を顧みて・・・S６１災の経験が生きた （１）東日本大震災の発生直後
○東日本大震災にみる道路管理について （２）東日本大震災の発生から新年度を迎えて
○災害査定申請５４３箇所、１５５億円採択への道のり ～
河川災を中心に災害査定完了までの６ヶ月間の記録～ （３）東日本大震災の発生から1 ヶ月を経過して
○水戸土木事務所における地震発生後の対応状況 （４）東日本大震災の発生から半年を迎えて
○竜ヶ崎工事事務所における初動体制について 資料編2 宮城県土木部長からのメッセージ
ⅩⅢ 土木部における震災復興メモリアルイベント （１）温故創新No1（平成23 年4 月1 日）
ⅩⅣ その他関連資料 （２）温故創新No2（平成23 年4 月14 日）
ⅩⅣ-６ 平成２３年東北地方太平洋沖地震による災害復旧事
業の査定の簡素化の要望関係資料及び『「平成２３年東北地
方太平洋沖地震による災害」の道路及び河川災害復旧工法の
基本方針』 （３）温故創新No3（平成23 年5 月20 日）
参考 関係論文、調査結果等 （４）温故創新No4（平成23 年6 月15 日）
参考１ 「災害に強い安全・安心の県土づくりに向けて」
（茨城大学 地球変動適応科学研究機関 三村信男機関長） （５）温故創新No5（平成23 年7 月1 日）
参考２ 東北地方太平洋沖地震津波に関する合同調査報告会資料 （６）温故創新No6（平成23 年8 月1 日）
編集後記 （７）温故創新No7（平成23 年9 月6 日）
Ⅸ 要望・視察対応（土木部関連を中心に抜粋）
Ⅹ その他の災害（台風１５号：平成２３年９月２１日～２２日）

ⅩⅠ 東日本大震災に係る知事発言集、土木部長発言集
ⅩⅠ-１ 東日本大震災に係る知事発言集（震災当初）
ⅩⅠ-２ 東日本大震災に係る土木部長発言集

目次（素案）では該当項目が無しと思われ
るもの

目次（素案）では該当項目が無しと思われ
るもの


